
　新型インフルエンザが流行した昨年、各施設では感染症の対策と防止に努め

た。 

　その教訓を生かすべく、去る平成22年9月9日と10日に東京で開かれた「施

設内感染症防止対策指導者養成研修会」では、実践事例を交えて施設で取り

組むべき感染症対策について取り上げた。その内容について紹介する。 

 

 

（編集部） 

パネルディスカッションでは熱のこもった質疑応答が行われた 
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感染性廃棄物・サーベイランス等を中心に」をテ
ーマに行われた。そこでは、消毒効果が高く、毒
性がないなどメリットが多いため、可能なものは
できるだけ熱消毒を行うことを推奨した。逆に、
次亜塩素酸ナトリウムはすべての微生物に有効で、
残留毒性を活用する方法もあるため、消毒方法の
特徴を把握しておくことの有効性を訴えた。
グループワークでは、全般的にマニュアルにつ
いての意見が、また各論では、ノロウイルスに関
する意見が多かった。マニュアルを「活用してい
ない」という意見が多かったのに対し、チュータ
ーは「だれが見てもわかりやすく実行可能で、エ
ビデンスに基づいていることが重要。写真やイラ
ストを使用すると非常によい」、「タイムリーな更
新は必要だが、マニュアルだけに頼らず、変化す
る状況に合わせて臨機応変に職員が情報共有する
システムも必要だ」とアドバイスした。
ノロウイルスに関しては、「ウイルスが付着した
と思われるカーペットの処理は、汚物を拭き取っ
てアルコールを染み込ませる程度でよいが、嘔吐
の際、周りにいただけでも感染する可能性が高い。
素手で触らないことはもちろん、マスクや手袋を
着用した対応が必要だ」と、正しい知識を持ち、
十分な注意を払う必要があると指摘した。

かで、病原体のなかには 0 ℃に近い低温でも増殖
できるセラチア菌などもあり、過去に国内で何度
か死者まで出ていることから、「病原体の特徴を知
り、継続した教育が非常に大事である」と指摘。
最近、スーパー細菌として大きく報道された
「NDM-1」にしても、「感染対策は非常にシンプ
ルだ。伝播ルートを遮断していくことに尽きる」
と、正しい手洗いや手袋の適切な使用など標準予
防策で十分効果があると解説した。
続いて老健施設の実践事例として、つつじの里

（三重県）の永田博一理事長が「標準予防策・感
染経路別予防策の実践」について、紀伊の里（和
歌山県）の山野雅弘管理者が「備えておくべき滅
菌・消毒・感染性廃棄物処理」について、鶴ヶ島
ケアホーム（埼玉県）の石井正子副施設長が「組
織的取り組み～感染対策委員会・マニュアル・サ
ーベイランス～」について、それぞれ自施設での
取り組みを報告。その後、江澤委員長の進行でパ
ネルディスカッションを行った。
1 日目の最後は、江澤委員長が「老健施設にお

ける感染対策の実践ポイント」について講義。ス
タンダード・プリコーション（標準予防策）は基
本を積み重ねることが大事で、やるべきことがき
ちんとできているかどうかの点検や、マニュアル
の定期的な見直しについてその時期と担当者を決
めておくことの重要性を説いた。同時に、感染症
対策は「施設として利用者に責任を持ってサービ
スを提供できるよう、リスクマネジメントとして
位置づける意識も必要だ」と強調した。

職員が情報共有する
システムも必要

2 日目は、講義とグループワークが行われた。
講義は山口大学医学部附属病院の尾家重治准教授
より、「老健施設における感染対策滅菌・消毒・

が出たが、「ウイルス自体はなくなっておらず、今
後、ウイルスが変異する可能性もあるので、引き
続きサーベイランスや医療体制の確保等について
きちんと対応しておく必要がある」と総括した。
次に、江澤和彦全老健学術委員会委員長が「高
齢者肺炎とその予防対策」をテーマに講義。誤嚥
性肺炎に対する非薬物的アプローチでは、特に口
腔ケアは重要で、「口腔ケアをしていないほうが発
熱が高く、肺炎での死亡者が多い」と紹介した。
さらに肺炎球菌ワクチンについて、これまでその
情報や有効性などが知られていなかったことから
接種率が低かったが、高齢者が入居するナーシン
グホームや75歳以上の高齢者を対象とした調査で、
有効性や医療費削減効果の高さが明らかにされた
ことを説明した。
東邦大学医学部の舘田一博准教授からは「感染
症対策の基本について」の講義があった。そのな

老健 2010.12 ● 21

感染対策は伝播ルートを
遮断すること

施設における感染症対策の取り組みについて、
去る平成22年9 月 9 日と10日に「施設内感染症防
止対策指導者養成研修会」が東京で開催され、
139名が参加した。
研修会の 1 日目は、川合秀治全老健会長の挨拶
に続き、厚生労働省新型インフルエンザ対策推進
本部の藤井紀男事務局次長が登壇した。藤井事務
局次長は、新型インフルエンザで日本が他国より
死亡率が低かった理由は、「広範な学校閉鎖、医
療アクセスのよさ、医療水準の高さと医療従事者
の献身的な努力、抗インフルエンザウイルス薬の
迅速な処方、手洗い・うがいなど国民公衆衛生意
識の高さ」が指摘されたとした。そして、今年8 
月には世界保健機関から「世界的流行の終結声明」
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老健施設
における
感染症対策
～施設内感染症防止対策指導者養成研修会より～

グループで話し合い、その意見を全員の前で発表した


